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要旨：原子力施設などの RC 造耐震壁に開口を設ける場合，一般的に開口補強筋を配筋して開口を補強する

必要があるが，あと施工開口周囲に開口補強筋を配筋することは，施工の手間やコストの増加を招く虞があ

る。そこで本研究では，施工範囲をできるだけ開口周囲に限定する鋼管補強を提案し，その補強効果を弾性

解析トラスモデル・塑性解析モデルによる応力度分布・終局耐力の構造性能を評価し，実験結果と比較した。

その結果，鋼管補強は弾性時において開口周辺に集中する引張応力度を分散させ，終局時は従来補強以上の

耐力となる結果となることが実験結果から判明し，その傾向を解析でも確認することができた。 

キーワード：RC 造耐震壁，鋼管補強，開口補強，せん断耐力，弾性解析，塑性解析 

 

1. はじめに 

 原子力施設の RC 造耐震壁において，出入口や配管敷

設などの目的で，既存の壁に開口を増設する場合がある。

RC 造耐震壁に開口を設ける場合には，日本建築学会の

「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」（以下，RC

規準）1)に従い，開口補強筋を配筋することが必要である。

しかし，既存の壁に新たに開口を設ける場合，図－1 に

示すように開口周辺よりも大きくコンクリートをはつる

必要があり，施工の手間やコストの増加を招くことがあ

る。そこで，吉田ら 2)は，鋼管・リブ・ボルトを用いた開

口補強によって，はつり量を抑えながらも，従来の補強

方法と同等以上の剛性および耐力が得られることを，純

せん断を受ける壁要素実験によって確認した。また，Lai

ら 3)は，開口耐震壁の要素をトラスに置換した弾性解析

モデル及び塑性理論に基づくトラス・アーチ解析モデル

を用いて，耐力の低下メカニズムを評価できることを示

した。しかし，これらの研究は純せん断下の有開口耐震

壁の要素実験の検討に留まり，鋼管補強を施した耐震壁

の実験による検討は行われていない。 

 そこで，本研究では，耐震壁における鋼管・リブ・ボ

ルトを用いた開口補強の効果を検討することを目的とし，

弾性解析トラスモデル及び塑性解析モデルの解析手法を

用いて，弾性時の降伏点及び応力度分布，塑性時の終局

耐力の構造性能を評価し，実験結果と比較した。なお， 

上記の解析方法のうち，弾性解析は鉄筋の降伏強度を上

限とすることで部材の非線形領域の挙動を再現すること

は不可能であるが，壁筋が最初に降伏する位置や耐力， 

開口部周辺の応力の伝達経路，壁の弾性剛性などを推定・

評価することができる。一方，塑性解析では，トラス・

アーチ機構に基づく方法を用いて，壁の終局強度をマク

ロ的な簡易モデルを用いて推定する方法である。 

 

 

図－1 既存耐震壁へ開口を新設する場合の一般的な

開口補強工事と新補強方法 

 

図－2 力の伝達機構 

 

 

図－3 圧縮力を伝達及

び曲げを確保する機構 

 

 

図－4 鋼管の荷重設定と曲げモーメント図 

 

2. 鋼管補強による力の伝達メカニズム 

 本研究で検討の対象とした開口補強方法である鋼管補

強は，吉田ら 2)によって提案された工法で，開口補強筋

の代わりに開口の内周に鋼管を挿入することで補強する。

以下に，鋼管補強による力の伝達機構の概要を説明する。

無開口壁と同様に壁対角方向に伝達する圧縮力を鋼管が

補強筋 コンクリート再打設 【新補強】

ボルト
リブ

鋼管

アンカーボルト

圧縮力を鋼管に伝達

変形の仮定状態 曲げモーメント図
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負担することで，開口によって分割される圧縮ストラッ

トを補う効果を期待している（図－2）。 また鋼管に加え

て図－3 に示すように，鋼管の 4 辺の板材の曲げ剛性を

向上させるための補強リブ，コンクリート斜め圧縮スト

ラットから鋼管への荷重伝達を確保するためのアンカー

ボルトも配置される。図－4 に示すように，角形鋼管に

はせん断力によって隅角部に斜め圧縮力が作用し，4 辺

に逆対象の曲げモーメントが生じる。隅角部で鋼管板材

が曲げ降伏した状態を考えると，鋼管が負担するせん断

力Q
p
は，式(1)で求められる。鋼管に補強リブを設けるこ

とで，鋼管の曲げモーメントMyが増加する。また，鋼管

の水平剛性kfは図－5 のようにモデル化することで，式

(2)のように求められ，鋼管の変形Δfは式(3)のように求め

られる。 

   𝑄𝑝 = 2 ×
2𝑀𝑦

𝐿
=

4𝑀𝑦

𝐿
=

4𝜎𝑝𝑖𝑝𝑒𝑍

𝐿
 (1) 

   𝑘𝑓 = 2 ×
12𝐸𝐼

𝐿3
=

24𝐸𝐼

𝐿3
 (2) 

   ∆𝑓=
𝑃

𝑘𝑓
=

𝑃𝐿3

24𝐸𝐼
 (3) 

ここで，σpipe：鋼管の降伏強度，Z：鋼管板材の断面係数，

L：鋼管高さ，E：ヤング係数，I：断面二次モーメント 

 

 

図－5 鋼管のモデル化 

 

3. 解析対象試験体の概要 

3.1 試験体概要 

 本論文での検討の対象には，筆者らが実施した有開口

RC 造耐震壁実験の試験体を用いた。 

 試験体の概要を表－1 及び図－6 に示す。上下にスタ

ブを有する耐震壁で，壁板は 1750mm×1750mm，開口は

350mm×350mm（開口周比 0.2）とした。試験体は，従来

補強試験体及び鋼管補強試験体 2 体の計 3 体である。開

口位置を考慮し試験体を 5×5＝25 領域に分け，壁板の

鉄筋にひずみゲージを貼り付け，鉄筋の降伏状況を把握

した。 

従来補強試験体は，RC 規準に則り，開口補強筋（開口

により欠損した鉄筋断面積とおよそ等しい量）を配筋し

た。補強鋼管には，角形鋼管（350mm×350mm×12mm）

を使用した。鋼管には，前述のように曲げ剛性を高める

ためのリブ（厚さ 12mm）を溶接し，コンクリートから

鋼管へ応力伝達を確保するためにアンカーボルト（M10）

を挿入した。材料試験結果を表－2 に示す。原子力建屋

はせん断破壊が先行することを想定し，試験体の中心が

反曲点となるように載荷した（図－7）。補強部分の設計

では，図－8 の概念図に示すように，無開口壁と補強壁

の剛性が等しくなる，つまり，開口と同寸法（350mm×

350mm）のコンクリートのせん断剛性と補強鋼管の曲げ

剛性が等しくなるように設計したモデルを「補強 Full」，

半分の剛性となるように設計したモデルを「補強 Half」

としている。「補強 Half」は壁が載荷を受け損傷し，一定

量剛性が低下してきた際に効果を発揮する想定である。

なお，鋼管はリブ付きであるため，開口へ挿入する施工

性を考慮し，2 分割して壁の両側から挿入する工法とし

た。 

3.2 実験結果の概要 

 図－9 に実験による荷重－変形関係包絡線を示す。最

大荷重は従来補強で 1591kN（層間変形角 0.55%），補強

Half で 1918kN（層間変形角 0.60%），補強 Full で 2151kN

壁のマクロモデル

補強部分
をラーメン
にモデル化

 

表－1 解析試験体一覧 

試験体名 寸法
開口寸法

（開口周比）
開口補強

従来補強 開口補強筋

補強Full

補強Half

1750

×

1750

350

×

350

(0.20)

角型鋼管+リブ

+アンカーボルト

1750
200

350

475

550

475

1750

2350(載荷方向）

350 200

補強Full

666

666 212
補強Half

586

586

212
従来補強

8-D13(SD295)

縦筋比= 1.18% , 横筋比=1.18%

1050

ひずみゲージ

図－6 試験体概要[mm] 

 

- 578 -



（層間変形角 0.79%）となり，鋼管補強の効果が見られ

た。各試験体において，最初に鉄筋が降伏した際の荷重

は，それぞれの最大荷重に対して，約 2/3 となっていた。

鉄筋が最初に降伏した位置は，従来補強及び補強 Half で

は開口隅角部であったが，補強 Full では開口から離れた

位置で降伏した。 

 

表－2 材料試験結果 

 

 

 

図－7 載荷装置図 

 

 

図－8 試験体設計（補強 Full） 

 

図－9 実験結果 

4. 弾性トラスモデルによる解析 

4.1 解析方法 

 弾性トラスモデルは，Lai ら 3）が行った解析で，壁筋

の引張力，及び，コンクリートの斜め圧縮力をトラス材

にモデル化すること（図－10）で，壁筋が最初に降伏す 

る位置や耐力，開口部周辺の応力の伝達経路，壁の弾性

剛性などを推定・評価する方法であり，フレームとして

解析を行っている。図－11に示すように，壁板を縦横そ

れぞれ 5 区間の合計 25 個の領域に分割し，それぞれの

領域内の鉄筋を水平材・鉛直材，コンクリートを斜材で

モデル化する。本解析では，水平材・鉛直材の断面積は，

水平壁筋，鉛直壁筋それぞれ 12 本の鉄筋総断面積をト

ラス 1 部材の断面積として集約し，ヤング係数は材料試

験結果より設定した。また，試験体両側部には柱の配筋

がされているため，解析モデルの断面積に柱配筋も加算

した。斜材の断面積は，コンクリートの斜め圧縮ストラ

ット幅に壁厚を乗じて求めた。ここで，隣接する解析要

素との分布を考慮し，コンクリートの斜め圧縮ストラッ

ト幅はグリッド幅の半分と高さの半分からなる斜辺の長

さと仮定した。斜材のヤング係数についても材料試験結

果より設定し，解析モデル下部の両端接点にピン・ロー

ラーによる支持条件を与えた。荷重の設定については，

実験ではせん断変形が極めて支配的であったため，せん

断力が試験体の各辺に均等に作用すると仮定し，4 辺の

各最外節点の支配範囲に応じて分配させた。解析は，荷

重を漸増させ，水平材・鉛直材のいずれか 1 ヶ所が材料

試験から得られた降伏強度 356N/mm2 に達した時点で終

了した。解析手法には剛性マトリックス法を用いた。 

 図－12に示すように，弾性解析時において，鋼管をト

ラスにモデル化した際の軸剛性𝑘𝑎は式(4)のように求め

られ，軸変形∆𝑎は式(5)のように求められる。この時，置

換トラス材の軸変形と鋼管の曲げ変形が等価になるよう

に∆𝑎= ∆𝑓（式(3)）と仮定すると，𝑘𝑎 = 𝑘𝑓が成り立ち，式 

(6)及び(7)のようにしてトラスモデル化時の鋼管の断面

積を求められる。鋼管のヤング係数は鉄筋と同一と仮定

した。 

   𝑘𝑎 =
𝐸𝐴

√2𝐿
 (4) 

   ∆𝑎=
𝑃

𝑘𝑎
=

𝑃 ∙ √2𝐿

𝐸𝐴
 (5) 

   
𝑃𝐿3

24𝐸𝐼
=

𝑃 ∙ √2𝐿

𝐸𝐴
 (6) 

   𝐴 =
24√2𝐼

𝐿2  (7) 

Ec[kN/mm
2
] 27.9

σB[N/mm
2
] 37.7

εs[μ] 2000

Es[kN/mm
2
] 180

σy[N/mm
2
] 356

Es[kN/mm
2
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σy[N/mm
2
] 382

コンクリート
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鋼管，リブ
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1ブロック
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図－10 トラスモデル図と荷重設定 

 

 

図－11 解析要素概念図 

 

 

図－12 鋼管のトラスモデル化 

 

4.2 解析結果 

(1) 鉄筋降伏時の耐力 

 実験結果及び解析結果のせん断変形角及びせん断力の

結果を図－13 に示す。変形角については，最大で誤差

24.4%であり，せん断耐力については，誤差 17.8%と推定

できた。従来補強試験体に対して，鋼管補強 2 試験体は

降伏時の変形角及びせん断耐力が高い傾向を示しており，

本研究にて提案する補強方法に対して，やや危険側の解

析結果であるものの，各試験体の大小関係を捉えること

ができた。本解析のトラスモデルでは，鉄筋 12 本を 1 本

の水平材と鉛直材に集約してモデル化している簡略モデ

ルであり，最初に鉄筋が降伏するときの荷重は実験結果

に対して過大に評価する傾向があると考えられる。 

(2) ひずみと応力の分布 

 弾性解析トラスモデルによる，斜材（コンクリート）

の圧縮応力度分布と水平材・鉛直材（鉄筋）の引張応力

度分布の解析結果を図－14に，試験体壁筋に貼付したひ

ずみゲージによるひずみ度実験値の分布を図－15 に示

す。暖色で示す引張応力度のカラーマップについて，最

大値を鉄筋降伏応力度356 N mm2⁄ とし，寒色で示す圧縮

応力度はコンクリートの有効圧縮強度16.5 N mm2⁄ を最

小値と設定している。黒く示した箇所が初めに降伏応力

度に到達した部材である。ひずみのカラーマップについ

ては，材料試験結果より降伏ひずみ 2000μ を超えた場合

に降伏と仮定している。解析では，従来補強試験体及び

補強 Half 試験体は開口隅角部にて最初に水平材が降伏

し，補強 Full 試験体では開口から少し離れた箇所の水平

材が初めに降伏している。この傾向はトラス解析による

カラーマップにおいても同様の位置が降伏すると推定さ

れた。鉄筋初降伏時，従来補強試験体は開口隅角部に引

張応力度が集中しており，壁板部分のひずみゲージは黄

色と，引張応力度を負担していない。一方，鋼管補強試

験体では，開口周囲の鉄筋降伏時に壁板部分のひずみゲ

ージも赤色の傾向が強く，引張応力度が大きいことを示

している。これは鋼管補強を開口部に施したことにより，

鉄筋降伏時，開口に集中する引張応力度が壁板全体に分

散されたためと考えられ，解析においても同様の傾向が

読み取れる。また，壁板隅角部のひずみゲージが高い引

張応力度を示しているが，これは実験で発生した曲げの

影響と考えられる。 

(3) 斜め圧縮ストラット 

トラス解析のカラーマップより，圧縮応力度は従来補

強試験体では開口を避ける様に斜め圧縮ストラットが 2

本形成されているが，鋼管補強 2 試験体では対角線方向

に太い 1 本の斜め圧縮ストラットが形成されていること

が確認された。トラス解析において，鋼管部分の斜材の

せん断力は補強 Full で 337.8kN，補強 Half で 196.9kN で

あり，降伏時せん断耐力に対してそれぞれ 13.2%，20.3%

を負担しており，鋼管補強によって従来補強以上の性能

を発揮することを確認できた。補強鉄筋の降伏位置に関

する傾向は概ね捉えることができているが，本研究で行

った 5×5 グリッドの解析より細かい分割の解析を行う

ことで，鉄筋降伏状況の進展把握及び，より詳細な降伏

位置に関する検討を行うことが今後の課題である。 

0.5P

P

P

P

P

0.5P

【圧縮材】

【引張材】

弾性トラスモデル

図－13 降伏時せん断変形角[%]及び強度[kN]の比較 
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図－14 弾性トラスモデルの応力度分布解析結果 

 

 

図－15 壁筋のひずみ度実験値（初降伏時） 

 

5. 塑性トラス・アーチモデルによる検討 

5.1 評価方法 

 Lai ら 4)によって提案された終局塑性評価モデルでは，

日本建築学会・靭性保証指針 5)で提案されているトラス

機構による負担せん断力Vt，アーチ機構による負担せん

断力Vaに加え，鋼管による負担せん断力Vrの和として求

めるマクロ的な評価方法である（図－16 及び式(8)）。力

の釣合条件と同時に，すべての鉄筋が降伏し，コンクリ

ートが有効圧縮強度に達した条件を用いた。トラス・ア

ーチ機構によるせん断力VtとVaは，文献 3)で提案したト

ラス機構の有効強度係数 α=0.5（図－17及び文献 3），ス

トラット幅 W がストラット長さ Ls の 0.25 倍などの仮

定に基づいて算定した（式(9)〜式(11)）。鋼管による対角

ストラットの力の伝達の仕組みは，対角ストラットQ
d
，

付着作用Q
b
，鋼管の耐力Q

p
の 3 つの破壊モードを仮定し，

それらの最小値で，鋼管による負担せん断力Vrを評価す

る（式(12)）。ここで，対角ストラットQ
d
は，トラス機構

に釣り合うコンクリート応力を除いた有効圧縮強度

(1−𝛽)∙ ν𝜎𝐵と壁厚 t，ストラット幅 w から求まる（式(13)）。

ストラット幅 w はアーチ機構のストラット幅 W と同様

に，対角線の長さの 0.25 倍で求めるが，隣接する 2 本の

ストラットとして存在するため，w はその対角線の長さ

の 0.5 倍とした。付着作用Q
b
は，アンカーの耐力で決ま

るせん断耐力及びコンクリートの支圧強度で決まるせん

断耐力の小さいほうで求める（文献 6 及び式(14)）。鋼管

の耐力Q
p
は，2 節により示した方法で求める。従来補強

試験体については，追加した補強筋の最大耐力を計算し，

補強部の耐力として計算した。 

  𝑄 = 𝑉𝑡 + 𝑉𝑎 + 𝑉𝑟 (8) 

   𝑉𝑡 = 𝛼 ∙ 𝑝𝑤 ∙ 𝜎𝑦 ∙ 𝑡 ∙ ∑ 𝑗𝑡 (9) 

   𝑉𝑎 = (1 − 𝛽) ∙ 𝜈𝜎𝐵 ∙ 𝑡 ∙ 𝑊 ∙ 𝑐𝑜𝑠𝜃 (10) 

   𝛽 =
2 ∙ 𝑝𝑤 ∙ 𝜎𝑦

𝜈𝜎𝐵
 (11) 

   𝑉𝑟 = 𝑚𝑖𝑛(𝑄𝑑  , 𝑄𝑏 , 𝑄𝑝) (12) 

   𝑄𝑑 = (1 − 𝛽) ∙ 𝜈𝜎𝐵 ∙ 𝑡 ∙ 𝑤 ∙ 𝑐𝑜𝑠𝜃 (13) 

   𝑄𝑏 = 𝑚𝑖𝑛(𝑄1 , 𝑄2) 

   = 𝑚𝑖𝑛(0.7 ∙ 𝜎𝑏𝑜𝑙𝑡 ∙ 𝐴𝑏𝑜𝑙𝑡

∙ 𝑛𝑏𝑜𝑙𝑡  , 0.4 ∙ 𝐴𝑏𝑜𝑙𝑡 ∙ √𝜎𝐵 ∙ 𝐸𝑐

∙ 𝑛𝑏𝑜𝑙𝑡) 

(14) 

ここで，α：壁筋有効強度係数，pw：鉄筋比，

σy：鉄筋降伏強度，t：壁厚，

j
t
：トラスせい，ν：コンクリート圧縮強度の有効係数，

σB：コンクリート圧縮強度，W：ストラット幅， 

θ：斜め圧縮ストラットの角度，

σbolt：ボルトの降伏強度，Abolt：ボルト断面積，

nbolt：ボルト本数 

 

図－16 トラス・アーチモデルと補強時のモデル 

 

 

図－17 トラス機構における有効強度係数概要 

 

5.2 評価結果 

終局耐力の計算と実験値の比較を表－3及び図－18に

示す。従来補強試験体の補強寄与分は補強筋の最大耐力

をトラス機構に加算している。トラス・アーチ機構に加

えて，鋼管による負担力を考慮した，本研究で使用して

いる評価方法は，誤差 8.8%以内となっており，精度よく

推定することができた。鋼管補強 2 試験体は，実験にて
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従来補強試験体以上の最大強度を示しており，その傾向

を解析でも評価することができている。また，補強 Full

と補強 Half は約 250kN の差が出ており，評価結果もそ

の傾向を示している。 

 

表－3 終局時の計算値と実験値[kN] 

 

 

 

図－18 終局強度の実験値と解析値の比較[kN] 

 

6. 結論 

 本研究では，原子力施設を想定した有開口 RC 造耐震

壁を RC 規準に基づく従来の補強方法・鋼管を用いた補

強方法のモデルを作成し，弾性解析トラスモデル及びト

ラス・アーチ理論に基づく塑性評価モデルを用いて，開

口補強を有する耐震壁の構造性能を評価し，実験結果と

比較した。鋼管補強の部材は，開口で低下する剛性・耐

力を補うように断面を設計した。 

 本研究で得られた知見を以下に示す。 

(1) 弾性解析トラスモデルにおいて，降伏時変形角は誤

差約 24%，降伏強度は誤差約 18%以内の精度で検

証できた。また，実験結果より，従来補強試験体及

び補強効果を低減させた試験体に対して，初期降伏

位置は開口の隅角部であった一方，補強効果を十分

発揮するよう設計した試験体は開口とは少し離れ

た位置であった。この傾向は弾性解析でも確認する

ことができた。 

(2) 塑性評価モデルでは，トラス・アーチ機構に加え，

鋼管のせん断耐力も考慮し，せん断終局強度を算出

した。計算結果は実験結果に近く誤差約 9%となっ

ており，開口壁のせん断終局強度をよく評価できた。 

(3) 本研究で検討した弾性解析トラスモデルでは，検討

が 5×5 グリッドに留まったため，よりグリッドの

目を細かくした検討も必要である。また，弾性範囲

のみの検討に留まっているため，塑性領域も含めた

検討が今後の課題である。 
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